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系的情報開示や各社経年推移によるデータ収
集・整理は不十分と言わざるを得ない。昨年、
環境省が公表した「平成27年度環境保全経費
の見積りの方針の調整の基本方針」の中でも
企業の環境情報開示の促進を掲げている１）。
　本稿の目的は日本の繊維産業の環境会計情
報に焦点を当て、その定性情報と環境保全コ
ストについて実績推移と事業規模比較などに
ついて究明することである。繊維産業を選定
１　序論
　環境省が『環境会計ガイドライン2005年版』
（以下、『ガイドライン』と称す）を公表し今
年で丁度10年が経過した。わが国の企業はこ
れまでどのような環境会計情報を開示してき
たのか。各企業は環境会計の情報開示をこの
ガイドラインに準じながらも各社独自の手法
で開示している。しかし、その産業ごとの体
キーワード ： 環境会計、環境会計情報、環境保全コスト、繊維産業
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わが国の環境会計情報の分析（７）
─ 繊維産業 ─
An Analysis of Environmental Accounting Information in Japan (7)
Textile Industry
吉　田　雄　司
YOSHIDA, Yuji
 We verified how environmental accounting information of the textile industry has been 
disclosed over the past 10 years. The following five companies were covered in this study: 
TORAY INDUSTRIES, INC. TEIJIN Limited, KURARAY CO., LTD. UNITIKA LTD. and 
GUNZE LIMITED. The characteristics of the qualitative information are, first, that the 
scope of calculating environmental conservation costs is accounted by the group company, 
not the parent. Second, guarantee operations by third parties are not sufficiently 
conducted. On the other hand, quantitative information shows, first, that Toray had 
maximum investment in environmental conservation costs, with about ¥2.1 billion a year on 
average, and Teijin had maximum expenditure for environmental costs at about ¥9.5 billion.  
Second, pollution prevention costs and global environmental conservation costs accounted 
for about 80% of the composition of expenditures for environmental investments, and 
pollution prevention and resource circulation costs accounted for over about 70% of 
environmental expenses. Third, it was found that TEIJIN and UNITICA rank higher than 
the other three companies when observing environmental conservation costs as compared 
to the scale of operation. That is, we can assume both companies have conducted 
environmentally conscious management for the past 10 years.
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る。
　また、環境会計情報に対する評価方法とし
てその精緻化した研究もある。例えば、企業
の廃棄物削減・有効活用に関し環境会計にあ
る資源循環コストと産業廃棄物等コストを使
用した指標評価手法を提起しているものであ
る（林・松藤2011）。こうした研究は環境会
計情報の事業エリア内コストのデータを利用
した分析指標であり産業廃棄物等の発生抑
制・循環利用の評価指標として有効な手法で
ある。
　更に環境会計情報を利用した環境経営分析
モデルの研究もある。環境保全コストの地球
環境保全コストと公害防止コストを対象にそ
れに対応した環境負荷排出量削減値を貨幣単
位に換算し統合化のモデル構築を行った研究
等がある（壷井・高橋2012. 同2010.）。こう
した研究成果は環境会計情報を経営分析モデ
ルという現実にも有用性の高い研究成果とい
える。
　一方、環境会計情報の現代的意義としての
問題提起の研究もおこなわれている。例えば、
なぜ環境会計情報を開示する企業数が減少し
ているのか、という問題に対しその根拠を環
境保全コスト（貨幣情報）と環境負荷情報（物
量情報）の両関係が不明瞭であることを指摘
している。そして、環境会計に対する世界共
通の概念フレームワークの不在や環境会計の
情報が企業価値評価にどんな影響を与えてい
るのかなどの問題を提起している（太田
2012. 20-30,）。こうした研究は現在の我が国
における環境会計研究の根本的問題に対する
研究課題として今後の究明が期待される。
　こうした先行研究においても未だ産業別の
環境会計情報の定量値や経年推移額等は体系
的には提示されていない。筆者はこれまで日
した理由は、ここ数年各社とも環境会計情報
を継続的に開示しておりその単独のストック
情報を体系的に整理検討する必要があるため
である。また、筆者の研究課題である日本産
業における環境会計情報の分析にこの繊維産
業を加えることは環境会計情報の研究基盤が
更に充実したものになるからである２）。
　研究対象企業は、東レ株式会社、帝人株式
会社、株式会社クラレ、ユニチカ株式会社、
グンゼ株式会社の５社である。なお、大手の
東洋紡は2010年度から環境保全コスト等の情
報開示を行っており蓄積データとしてはまだ
未成熟であること３）。また旭化成は事業別の
環境会計情報開示のため今回の研究対象から
は外してある。
　研究方法は、繊維産業５社の環境会計情報
を比較検証する。各社の2004年度から2013年
度までの10年間における環境保全コストの実
績値とその分類構成比を検討する。また同コ
ストの相対的比較として対売上高比率や対設
備投資率、対営業費率などの指標比較をする。
２　先行研究
　環境会計情報に関する研究成果としては次
のものがあげられる。まず、現在の環境会計
情報をシステム化する手法を提起するもので
ある。例えば、環境経営では環境会計情報シ
ステムを構築し企業内部管理に利用する提言
やオペレーショナルのレベルでサプライ
チェーンまで拡張した環境会計データベース
の有効活用、そして日本の森林産業を事例に
取ったバイオマスチェーンの環境会計情報の
システム化の必要性を説いた研究である（金
藤2004, 2006, 2007）。これらの研究成果は環
境会計情報の開示をさらにシステム化し体系
的開示を試みることで有用性が高く評価でき
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本の産業や企業における環境保全コストはど
の程度の金額でありその構成比率はどうなの
かを研究してきた。本稿では以下、繊維産業
についてその環境保全コストの経年推移や金
額などを体系的に検討する。
３　繊維産業の環境会計定性情報
　（表１）は繊維産業５社の2013年度『CSR
報告書』に掲載された環境会計情報について
比較整理したものである。各項目について概
（表１）繊維産業５社の「CSR報告書」における環境会計情報の比較
№ 項 目 東 レ 帝　人 ク ラ レ ユ ニ チ カ グ ン ゼ
1
報告書名称   
（全頁数）
『東レグループ
CSR レポート
2014』（83 頁）
『2014 年帝人グ
ループ CSR 報告
書』（54 頁）
『クラレ CSR レ
ポート 2014』（34
頁）
『ユニチカ CSR レ
ポート 2014』（30
頁）
『グンゼグルー
プ CSR 報告書
2014』（34 頁）
2 アドレス
http://www.
toray.co.jp/csr/
download/pdf/
dow_2014.pdf
http://www.teijin.
co.jp/csr/report/
pdf/csr_14_all.pdf
http://www.
kuraray.co.jp/csr/
pdf/kuraray2014.
pdf
https://www.
unitika.co.jp/csr/
pdf/csr2014.pdf
http://www.gunze.
co.jp/csr/csrreport/
report2014/
csrreport2014.html
3 開示方法
Web サイト公開、
冊子入手も可
Web サイト公開、
冊子入手も可
Web サイト公開
2002 年から冊子
発行中止、web サ
イトでのみ公開
Web サイト公開
4 対象期間
2013年4月1日～ 
2014 年 3 月 31 日
2013年4月1日～ 
2014 年 3 月 31 日
2013年4月1日～ 
2014 年 3 月 31 日
2013年4月1日～ 
2014 年 3 月 31 日
国内2013年４月１
日～ 2014 年３月
31 日、海外グルー
プ2013年１月１日
～ 12 月 31 日
5 集計範囲
環境面：東レと製
造会社 6 社
国内グループ 55
社、海外グループ
会社 95 社
環境面：㈱クラレ
と国内関係会社を
中心に一部海外を
含む
国内事業所及び海
外を含むユニチカ
グループ会社
グンゼ㈱国内グ
ループ 23 社、海
外グループ 16 社
6
参考ガイド
ライン
ISO26000：
2010 年日本化学
工業協会レスポン
ジブル・ケア委員
のRCコード準拠、
GRI 第 4 版
環境省『環境会計
ガイドライン』な
ど
GRI 第 4.0 版、環
境省「環境報告ガ
イドライン 2012」
環境省『環境報
告ガイドライン
2007』
環境省『環境会計
ガイドライン』
7
環境会計の
定義
集計方法について
記述あり。
ESH 会計として環
境保全、安全、防災、
健康の投資額と費
用額を記載１）。
環境保全コスト・
環境保全効果・経
済効果の算定基準
の記述あり。
環境会計の目的、
集計方法が記載。
集計の基本事項の
記述あり。
8
環境会計の
図表
環境保全コスト
（投資・費用）、経
済効果、環境保全
効果
環境保全投資額推
移、環境保全投資・
費用額、効果、物
量効果
環境保全コスト・
環境保全効果・環
境設備投資推移の
グラフ。
環境保全コスト、
環境保全対策に伴
う経済効果
環境保全コスト、
環境保全対策に伴
う経済効果
9
第三者審査
など
LRQA保証書あり２）、
第三者意見（上智大
学教授）、CSO ネッ
トワーク事務局長
KPMG あずさサス
テナビリティ株式
会社の独立した第
三者保証報告書
なし なし
第三者意見、（関
西大学教授）
注 1）帝人は ESH 会計として環境保全（Ｅ）、安全・防災（Ｓ）、健康（Ｈ）を全事業活動の重要課題としそのための環境負
荷低減と従業員の安全・健康の投資と費用額を開示している。
２）LRQA（Lloyd’s Register Quality Assurance）とは独立した審査や認証、検証妥当性等を行う認証機関である。1986 年
英国の認証機関 NACCB より BS5750 の第 1 号の第三者認証機関として認定を受ける。東レはこの機関の第三者保証書があ
る。当社の温室効果ガス排出インベトリについて検証実施している。ISO14064-1-2006, ISO14064-3-2006 に関して検証
をしている。120 か国で 6 万件以上の審査登録業務を実施している。http://www.lrqa.or.jp/who-we-are/index.aspx
（出所）東レ株式会社『東レグループ CSR レポート 2014』、帝人株式会社『2014 年帝人グループ CSR 報告書』、クラレ株
式会社『クラレ CSR レポート 2014』、ユニチカ株式会社『ユニチカ CSR レポート 2014』、グンゼ株式会社『グンゼグルー
プ CSR 報告書 2014』をもとに作成。
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一部集計区分を変更していることや経済効果
については確実な実質効果のみ計上している７）。
　また帝人は国内外グループ会社のESH
（Environment・Safety・Health：環境・安全・
健康）会計に関わる投資と費用対効果を算定
している。開示方法は環境保全コストの投資
と費用、経済効果と物量効果を開示し、更に
安全・防災・健康に関する投資、費用、経済
効果、物量効果を同様に開示している８）。
　クラレは環境保全コストの算定基準におい
て減価償却を定額法で処理していることや複
合コストは一部按分集計をしている９）。ユニ
チカは集計方法について投資額には環境を主
目的にしない環境投資も計上し、費用額には
労務費、経費、減価償却費を含むとしている10）。
そしてグンゼは、環境保全に伴う経済効果に
ついて排水処理実施効果についてみなし効果
は採用していない11）。このように各社の環境
会計算定の経緯を詳細に記述することで読者
の理解を求めている。
　No.9第三者審査は東レに第三者保証として
ロイド・レジスター社の「保証声明書」が、
また帝人には「独立した第三者保証報告書」
が添付してある12）。他はグンゼのように大学
研究者の第三者意見が掲載されているか又は
クラレやユニチカのように全く記載がない企
業もある。このように繊維産業における環境
会計の情報は第三者の保証を得る企業とまだ
そこまでは実施していない企業とがある。
４　環境保全コストの実態と構成比
4-1　環境保全コストの実態推移
　ここからは繊維会社５社がこれまでどの程
度の環境保全コストを支出してきたかについ
て検証する。（表2-1）、（表2-2）は環境投資と
環境費用の実績値の推移である13）。
説する。
　No.1報告書名称は『CSR報告書』の名称で
ある。５社とも「環境」という名称は使用せ
ずに「CSR」（Corporate Social Responsibility：
企業の社会的責任）という名称で統一してい
る。この表記からこの繊維産業５社は何れも
環境対策をCSRの一環として捉えていること
が分かる。また、報告書の全ページ数をみる
と東レが83頁と最も多く帝人が54頁、その他
３社は30頁ほどである。
　No.2アドレスとNo.3開示方法では各社とも
webサイトにアクセスすることで容易に各報
告書をみることができる。各社pdfファイル
で検索可能であるためクラレ、ユニチカ、グ
ンゼのように冊子での配布を行わない企業も
ある。ただ、報告書の全体像を把握するには
pdfの閲覧は煩雑なため冊子の配布は継続す
べきであろう４）。
　No.4対象期間は財務会計期間と同様に１年
間である。グンゼは国内企業と海外企業との
対象期間を会計年度と暦年に区分している。
No.5の集計範囲は環境面に限定した記載があ
る。例えば東レは製造会社を含め、帝人等他
社も国内外グループを含めた情報開示として
いる。これらは環境会計情報の問題点である
比較可能性に影響する箇所である５）。
　No.6参考ガイドラインは環境会計情報を作
成する場合の指針であるが各社とも国際基準
を意識したGRI（Global Reporting Initiative）
と環境省の『ガイドライン』や『環境報告ガ
イドライン』を基準に作成している６）。
　No.7とNo.8は環境会計に関する定義とその
開示方法である。定義については各社とも『ガ
イドライン』にほぼ沿った内容であるが集計
方法等について具体的記述がある。例えば、
東レは『ガイドライン』を参考にしているが
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（表2-1）環境投資の実態推移
（表2-2）環境費用の実態推移
　先ず（表2-1）環境投資をみてみよう。2004
年度から13年度までの繊維５社の合計額は約
58億９千万円であった。その内訳は東レと帝
人が各々約21億円で約７割を占有し、クラレ
が約10億円、ユニチカとグンゼが約３億円前
後で推移してきた。この10年間推移で見ると
04年度に97億8千万円と５社全体の最高額が
支出されその後10年度の32億４千万円まで減
少している。つまりこの５社の環境投資は04
年度に最高額を支出しその後は徐々に減少し
ている。この傾向はスパークラインをみても
看取できる。
　各社の推移をみると東レは10年間の平均値
が約21億円であるが04年度に約40億という巨
額の投資を実施していたことが分かる。その
後は減少傾向に入り08年度に16億円まで下が
りその後は約20億円以下で推移している。
　帝人は東レ同様に10年間の平均値は約21億
円であるが、最高値は06年度の約35億９千万
円、最小値は13年度の約８億円と投資金額の
高低差が顕著である。スパークラインを見る
と04年度から09年度までに多額の投資を行い
その後は減少が続いている。
　この他、クラレやユニチカも10年前の04年
（単位：百万円）
年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 平均 10 年推移１）
東
レ
4,017 2,810 2,087 2,717 1,668 2,440 1,236 1,045 1,319 1,666 2,101
帝
人
2,577 3,025 3,598 2,978 2,546 2,362 852 1,257 1,289 809 2,129
クラ
レ
2,330 2,084 1,437 1,673 912 124 210 879 597 452 1,070
ユ ニ 
チ カ
558 181 261 358 441 199 251 213 288 294 304
グン
ゼ
304 230 208 148 379 355 700 279 222 92 292
合計 9,786 8,330 7,591 7,874 5,946 5,480 3,249 3,673 3,715 3,313 5,896
注 1）このスパークラインは 10 年間の環境投資の推移を折れ線グラフで示したもの。
（出所）各社「CSR 報告書」の環境会計の投資金額をもとに作成。
（単位：百万円）
年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 平均 10 年推移１）
東
レ
7,549 6,310 6,747 8,062 8,122 6,761 7,062 8,173 6,573 7,446 7,281
帝
人
8,577 8,017 9,405 12,416 12,567 9,910 9,658 8,131 8,385 8,039 9,511
クラ
レ
3,777 4,172 4,176 4,109 3,922 3,701 2,262 2,342 2,415 679 3,156
ユ ニ 
チ カ
2,070 2,111 2,122 2,593 2,833 1,488 1,502 1,550 1,586 1,662 1,952
グン
ゼ
1,121 1,260 1,161 1,149 1,128 967 1,173 1,052 858 756 1,063
合計 23,094 21,870 23,611 28,329 28,572 22,827 21,657 21,248 19,817 18,582 22,961
注 1）このスパークラインは 10 年間の環境費用の推移を折れ線グラフで示したもの。
（出所）各社「CSR 報告書」の環境会計の費用金額をもとに作成。
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度に最多投資を行いその後は減少している。
グンゼは10年度に約７億円の最高値がありそ
の後は減少している。このように繊維産業５
社の環境投資の支出は一旦多額の投資を行う
とその効果が複数年にわたって継続するため
投資額は減少してくることが分かる。
　次に（表2-2）は環境費用の推移を表した
も の で あ る。 ５社 の 合 計 を み る と 約229
億６千万円で環境投資58億９千万円の約3.9
倍の支出額である。その内訳は帝人が約95億
円で全体の約４割、東レが72億で約３割、そ
してクラレが約31億円、ユニチカ19億、グン
ゼ10億と続く。
　10年間の５社合計推移をみると07年度から
08年度の約285億円が最高値でその後は13年
度の約185億円まで減少している。合計値の
推移をスパークラインで見ると（表2-1）の
投資が右肩下がりであったのに対し、この環
境費用は山形の推移である。
　各社の推移を投資と比較してみると、例え
ば、東レは07年度と11年度に約80億円を超え
る多額の支出をしている。決して投資のよう
に04年度以降右肩下がりの形状にはなってい
ない。また帝人も07～08年度に約120億円を
超す最高値でその後は減少している。これも
10年間で見ると投資のような右肩下がりの減
少推移とはなっていない。そしてクラレも同
様に04～09年度まで殆ど約40億円前後で推移
し、10年度から減少している。このように環
境費用の支出推移は過去10年間でみると投資
とは異なった形状をしていることが分かる。
つまり環境費用は毎年ある程度の支出をしな
いと環境保全の維持が難しいのである。
　さてここまでは環境投資と環境費用の実績
推移を把握してきた。それではこれら環境保
全コストはどのような分類項目に支出されて
きたのか。以下では環境保全コストの構成比
率について検証を進めることにする。
4-2　環境投資と環境費用の構成比
　（表3-1）は2004年度から13年度の10年間に
わたる環境投資の平均値とその内訳比率を示
したものである。分類項目は環境省の『ガイ
ドライン』に沿った形式で示してある14）。過
去10年間の投資平均額は約11億８千万円でそ
の構成比は公害防止コストに約５億９千万円
で全体の50.1％を占めている。次いで地球環
境保全コストの約３億8千万円、32.6％、資
源循環コストに約１億１千万円、9.8％の構
成比率である。
　各社で見ると東レは投資額が約21億円で公
害防止コストに約13億6千万円、64.9％、地
球環境保全に６億2千万円、29.9％と両者で
９割以上を占めている。
　また帝人は投資額が約21億３千万円でその
内８億４千万円、39.6％が地球環境保全コス
トで占められ、公害防止コストが約７億１千万
円、33.7％となり両方で約75％を占有してい
ることになる。この他には研究開発コストに
約３億円、14.2％を投資し、環境に関する研
究開発も行ってきたことが分かる。
　他の３社を見るとクラレは平均額が約10億
円と東レと帝人の半分であるがその支出構成
比は公害防止コストに５億３千万円と50％以
上を占め、地球環境保全に32.6％、資源循環
に15％と支出している。ユニチカは投資額約
３億円のうち６割以上を環境保全コストに、
資源循環に約２割そして約１割を地球環境保
全に支出してきた。同様にグンゼも約３億円
の投資額のうち約半分の１億４千万円を公害
防止コストに投資し、地球環境保全と資源循
環に２割以上を支出してきた。
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億３千万円、23.9％を支出している。両者で
約９割近い占有率である。
　また帝人は平均費用額が約95億円でその内
訳は公害防止と資源循環と研究開発の３項目
で約73億円、77.5％の占有である。他の３社
ではクラレが公害防止コストに約18億円で
57.5％の占有率、ユニチカは公害防止と資源
循環に各コストに約34％費やし残額を研究開
発に約16％の支出をしている。そしてグンゼ
は公害防止、地球環境保全、資源循環の３項
目で約８割近くを占有している。
　この（表3-2）から繊維産業５社の環境費
用は公害防止コストと資源循環コスト、研究
開発コストの３項目へ支出率が高いことが分
かる。また、この10年間における環境費用の
平均的研究開発費は約６億８百万円で先の環
境投資額の研究開発費６千万円の約10倍近い
　この（表3-1）から繊維産業５社の環境投
資額は公害防止コストと地球環境保全に支出
割合が高く、次いで資源循環コストに支出し
てきたことが分かる。
　次に環境費用についてみてみよう。（表3-2）
は各社同期の環境費用の平均値とその内訳比
率を示したものである。５社の環境費用の平
均金額は約45億９千万円で、前述の環境投資
額11億８千万円の約４倍の金額である。その
内訳は公害防止コストへ約19億円、42.0％、
次いで資源循環コストに11億７千万円、25.6％、
そして研究開発費へ約６億円の13.2％の支出
構成となっている。この３コストで全体の８
割近くを占有していることになる。
　各社の構成比をみると東レは費用額が約72
億８千万円で公害防止コストに約47億円、
64.7％を支出し、次に資源循環コストに17
（表3-1）各社の環境投資の構成比率（2004年度～2013年度平均値）
（表3-2）各社の環境費用の構成比率（2004年度～2013年度平均値）
（単位：百万円）
項目
東レ 帝人 クラレ ユニチカ グンゼ 平　　均
投資 比率 投資 比率 投資 比率 投資 比率 投資 比率 投資 比率
公 害 防 止１） 1,364 64.9% 717 33.7% 538 50.3% 196 64.3% 143 48.8% 592 50.1%
地球環境保全 629 29.9% 843 39.6% 349 32.6% 41 13.4% 63 21.6% 385 32.6%
資 源 循 環 49 2.4% 227 10.7% 161 15.0% 65 21.4% 75 25.6% 115 9.8%
上 下 流 32 1.5% 41 1.9% 0 0.0% 0 0.0% 4 1.4% 15 1.3%
管 理 活 動 0 0.0% 0 0.0% 22 2.1% 2 0.7% 8 2.6% 6 0.5%
研 究 開 発 0 0.0% 302 14.2% 1 0.1% 0 0.0% 0 0.1% 61 5.1%
社 会 活 動 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0%
環境損傷対応 27 1.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 0.5%
合 計 2,102 100% 2,130 100% 1,070 100% 305 100% 292 100% 1,180 100%
注１）公害防止、東レの平均1,364百万円の内訳は、大気600百万円（28.5％）、水質633百万円（30.2％）、騒音・振動17百万円（0.8％）、緑化２百万円（0.1％）、悪臭その他
111百万円（5.3％）である。
（出所）各社『CSR報告書』2004年度から2013年度をもとに作成。
（単位：百万円）
項目
東レ 帝人 クラレ ユニチカ グンゼ 平　　均
費用 比率 費用 比率 費用 比率 費用 比率 費用 比率 費用 比率
公 害 防 止１） 4,710 64.7% 2,149 22.6% 1,813 57.5% 671 34.4% 301 28.2% 1,929 42.0%
地球環境保全 0 0.0% 554 5.8% 430 13.6% 50 2.6% 290 27.2% 265 5.8%
資 源 循 環 1,737 23.9% 2,706 28.5% 520 16.5% 679 34.8% 230 21.5% 1,174 25.6%
上 下 流 23 0.3% 159 1.7% 123 3.9% 80 4.1% 30 2.8% 83 1.8%
管 理 活 動 390 5.4% 629 6.6% 123 3.9% 82 4.2% 144 13.5% 273 6.0%
研 究 開 発 0 0.0% 2,518 26.5% 147 4.6% 326 16.7% 50 4.7% 608 13.2%
社 会 活 動 33 0.4% 684 7.2% 0 0.0% 41 2.1% 12 1.1% 154 3.4%
環境損傷対応 387 5.3% 111 1.2% 0 0.0% 22 1.1% 24 2.2% 109 2.4%
合 計 7,280 100% 9,510 100% 3,156 100% 1,952 100% 1,066 100% 4,593 100%
注１）公害防止、東レの平均4710百万円の内訳は、大気1,794百万円（24.6％）、水質2,424百万円（33.3％）、騒音・振動77百万円（1.1％）、緑化282百万円（3.9％）、悪臭
その他133百万円（1.8％）である。
（出所）各社『CSR報告書』2004年度から2013年度をもとに作成。
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額である。つまり繊維産業の環境に対する研
究開発費は毎年費用に支出され各社の製品開
発に寄与しているのである。
　さて、ここまでは各社の環境保全コストの
実績値とその構成比率について検証を進めて
きた。次節では環境保全コストを事業規模と
の比較から検討を進めることとする。
５　環境保全コストと事業規模比較
　（表4-1）は環境保全コストを事業規模別の
指標で示したものである。（1）は連結売上高
に対する環境保全コストの割合を示してある。
環境保全コストは環境投資と環境費用を合計
した額でストック情報として把握した数値で
ある15）。ここではこの指標の値が高いほど環
境保全に対する積極的経営を実施していると
する。10年間の繊維５社平均値は1.02％であ
る。09年で1.22％の高い値を示しその後は減
少している。
　各社で見ると東レは平均が0.61％で５社中
では最低値である。05年以降から減少し14年
には0.5％にまで下がっている。次に帝人は
平均が1.32％で５社の中では最高値である。
09年、10年に1.6％と高い値を示し毎年１％
以上の指標で推移している。
　またクラレは平均が1.12％で11年以降は
１％以下の低率である。ユニチカは平均が
1.15％で帝人に次ぐ高い値を示している。そ
してグンゼは平均が0.91％と東レと同様に
１％を切った低い値である。これらの指標順
（表4-1）事業規模別の比較（1）（2） （単位：％）
（1）環境保全コスト対売上高率 （2）環境投資対設備投資率
年月 東レ 帝人 クラレ ユニチカ グンゼ 平均 東レ 帝人 クラレ ユニチカ グンゼ 平均
2005.3 0.89 1.23 1.72 1.21 0.89 1.19 6.10 4.76 5.10 8.43 3.23 5.52
2006.3 0.64 1.18 1.67 1.06 0.90 1.09 2.73 4.53 6.15 2.79 3.06 3.85
2007.3 0.57 1.29 1.46 1.08 0.83 1.05 1.73 4.75 3.81 4.56 1.23 3.22
2008.3 0.65 1.49 1.38 1.26 0.79 1.11 1.83 3.52 3.92 5.00 2.46 3.35
2009.3 0.67 1.60 1.28 1.56 0.99 1.22 1.83 3.36 2.34 5.37 5.05 3.59
2010.3 0.68 1.60 1.15 0.93 0.96 1.06 4.50 6.51 0.62 5.58 7.18 4.88
2011.3 0.54 1.29 0.68 0.97 1.40 0.98 2.23 2.92 1.02 5.68 11.67 4.70
2012.3 0.58 1.10 0.87 1.01 0.97 0.91 1.11 3.89 2.26 2.62 2.31 2.44
2013.3 0.50 1.30 0.82 1.17 0.82 0.92 1.35 3.55 1.31 4.73 3.20 2.83
2014.3 0.50 1.13 0.27 1.20 0.60 0.74 1.46 2.68 0.76 5.99 1.36 2.45
平均 0.61 1.32 1.12 1.15 0.91 1.02 2.22 4.10 2.79 4.97 3.46 3.51
注）環境保全コスト対売上高率＝環境保全コスト／売上高×100%、（環境保全コスト＝環境投資＋環境費用）、環境投資対設備投資率＝環境投資／設備投資×100％で算定。
（出所）2004年度～2013年度の各社「CSR報告書」とプロネクサス『総合企業情報データベースeol』2015年の「有価証券報告書」、日本経済新聞デジタルメディアの『日経バ
リューサーチ』をもとに作成。
（表4-2）事業規模別の比較（3）（4） （単位：％）
（3）環境費用対営業費率 （4）環境研究開発費対研究開発費率
年月 東レ 帝人 クラレ ユニチカ グンゼ 平均 東レ 帝人 クラレ ユニチカ グンゼ 平均
2005.3 0.62 1.00 1.17 1.02 0.74 0.91 ― 0 1.63 5.29 ― 3.46
2006.3 0.47 0.93 1.24 1.05 0.80 0.90 ― 1.37 1.48 7.06 ― 3.30
2007.3 0.47 1.01 1.21 1.01 0.75 0.89 ― 4.85 1.58 7.17 ― 4.53
2008.3 0.52 1.28 1.11 1.16 0.73 0.96 ― 11.02 1.24 8.49 ― 6.91
2009.3 0.57 1.36 1.13 1.40 0.77 1.05 ― 8.33 0.78 7.28 1.74 4.53
2010.3 0.51 1.32 1.22 0.86 0.71 0.92 ― 10.85 0.85 6.73 0.85 4.82
2011.3 0.49 1.26 0.73 0.88 0.90 0.85 ― 12.23 0.75 7.91 1.32 5.55
2012.3 0.55 0.99 0.75 0.94 0.78 0.80 ― 8.37 0.64 7.93 1.45 4.60
2013.3 0.44 1.14 0.75 1.03 0.66 0.80 ― 8.68 0.90 8.47 0.79 4.71
2014.3 0.43 1.05 0.19 1.07 0.55 0.66 ― 9.01 0.06 13.01 0.53 5.65
平均 0.50 1.13 0.95 1.05 0.74 0.87 ― 7.58 0.96 7.89 1.88 4.58
注）環境費用対営業費率＝環境費用／営業費用×100％、環境研究開発費対研究開発費率＝環境研究費／研究開発費×100％で算定。
（出所）2004年度～2013年度の各社「CSR報告書」とプロネクサス『総合企業情報データベースeol』2015年の「有価証券報告書」、日本経済新聞デジタルメディアの『日経バ
リューサーチ』をもとに作成。
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位から環境保全コスト対売上高比率の最高位
は帝人、次がユニチカ、３位にクラレ、４位グ
ンゼ、そして５位が東レという順になる。
　同表（2）は設備投資総額に占める環境投
資の割合を見た指標である。この値が高けれ
ば環境経営に積極的設備投資を実施してきた
と考える指標である。10年間の５社平均値は
3.51％である。05年が5.52％と最高値を示し
いったん減少し再度10年に4.88％という高い
値を示している。
　各社で見ると最高値はユニチカの4.97％で、
次が帝人の4.10％そしてグンゼが3.46％、ク
ラレが2.79％、最低値が東レの2.22％の順で
あった。ユニチカは最高値を示しており環境
投資を毎年積極的に実施してきたと考えられ
る。グンゼは11年に11.67％と唯一10％越を
した年があるものの経年推移で見ると高い指
標ではなかった。
　次に（表4-2）（3）は環境費用対営業費用
の指標である。営業費用に占める環境費用を
算出した指標であり営業活動でどの程度、環
境を考慮してきたかをみる指標である。５社
の平均値は0.87％である。最高値は帝人の
1.13％、次がユニチカの1.05％、クラレが
0.95％、グンゼが0.74％そして最低値が東レ
の0.50％である。帝人やユニチカは環境費用
の支出が５社中では上位に位置していること
から環境に配慮した営業活動を行ってきたと
いえる。
　そして同表（4）環境研究開発費対研究開
発費率は、各社の環境に関する研究開発費の
比率をみた指標である。なおこの指標では、
東レが環境研究開発費に関する分類項目がな
いこと、またグンゼが08年までのデータ開示
がないことからこれら２社の指標は十分な計
上ができなった。その上で４社の平均をみる
と10年間の環境研究開発費率は4.58％である。
最高値はユニチカの7.89％、次が帝人の
7.58％、グンゼ1.88％、そしてクラレの0.96％
と続く。４社中、ユニチカと帝人の環境に関
する研究開発費は多いことが分かる。
　さてこの（表4-1）、（表4-2）から事業規模
を考慮した５社の環境保全コストを整理する
と、（1）対売上高率と（3）対営業費率で帝人
とユニチカが、また（2）対設備投資率と（4）
対研究開発費率ではユニチカと帝人がそれぞ
れ上位にあることが判明した。つまり帝人と
ユニチカは環境への配慮が他社より高い繊維
産業であるといえる。
６　結論
　わが国繊維産業５社の環境会計情報はこの
10年間どのように開示されてきたのか検討を
進めてきた。以下、結論をまとめる。
　まず、定性情報として各社は環境会計情報
をCSRの一環として捉え、また集計範囲は単
体ではなく国内外を含むグループ開示になっ
ている。さらに環境会計の定義や算定方法に
ついては『ガイドライン』に沿った情報開示
を実施している。また第三者審査などは東レ
と帝人が「第三者保証報告書」を添付してい
ることが分かった。
　次に定量情報について環境保全コストの過
去10年間の実績値を検証した。環境投資は５
社で約58億９千万円で東レと帝人が各々約21
億円で72％を占めていた。同様に環境費用は
５社で約229億６千万円と環境投資の約４倍
近い金額であった。内訳は帝人が約95億円、
東レが約72億円、両者で73％以上を占めてい
た。
　さらに環境保全コストの分類構成比をみた。
環境投資額は１社当たり平均約11億８千万円
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でそのうち公害防止コストに約５億９千万円、
50.1％、次いで地球環境保全コストに約
３億８千万、32.6％支出をしていた。同様に
環境費用は約45億９千万円で内訳は公害防止
に 約19億 円、42 ％、 資 源 循 環 に 約11億 円、
25.6 ％、 そ し て 研 究 開 発 費 に 約６億 円 の
13.2％の支出であった。
　そして事業規模別比較でみた10年間の５社
平均値は次の通りであった。環境保全コスト
対売上高比率1.02％、環境投資対設備投資率
3.51％、環境費用対営業費率0.87％、環境研
究開発費対研究開発費率4.58％であった。帝
人とユニチカが各指標で上位を占めているこ
とが分かった。
　最後に（表５）は東レの環境会計情報を環
境保全コストと経済効果、物量効果でまとめ
たものである。この表から過去10年間の環境
保全コスト対効果の推移を把握できることに
なる。こうした環境会計フォーマットを経年
推移で開示することで各企業の環境保全活動
が明らかになるのである。すでに環境省の『ガ
イドライン』公表から10年を経過した現在、
各社のこうしたフォーマット開示が可能に
なってきたといえる。
注）
１）特に企業の環境への取組についての情報開示の
促進や、環境マネジメントシステム等環境保全に
取り組む能力向上、そして環境情報戦略に基づく
環境情報の整備と提供の基盤整備などを挙げてい
る。環境省総合環境政策局環境計画企画課調査室。
http：//www.env.go.jp/press/files/jp/25046.pdf
２）筆者はすでに本誌に「わが国の環境会計情報の
分析」と題して鉄鋼、総合電機、非鉄金属、総合
建設、医薬品、自動車産業の研究成果を公表して
きた。参考文献を参照のこと。
（表５）東レ㈱の環境会計フォーマット （単位：百万円）
環
境
保
全
コ
ス
ト
１）
年　月 2005.3 2006.3 2007.3 2008.3 2009.3 2010.3 2011.3 2012.3 2013.3 2014.3 平均
分　類 投資
３）
費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用 投資 費用
公害防止
大気 845 1,315 793 1,466 704 1,794 1,022 2,295 421 2,357 1,050 1,315 224 1,822 138 1,908 482 1,489 316 2,183 600 1,794
水質 793 2,282 881 2,158 726 2,282 969 2,660 554 2,464 563 2,083 254 2,643 459 2,674 257 2,409 878 2,581 633 2,424
騒音・振動 20 11 71 12 7 29 12 30 8 22 2 598 32 40 6 17 11 7 2 6 17 77
緑化 13 342 0 323 2 278 0 228 3 288 0 308 0 259 0 278 1 258 0 254 2 282
悪臭その他 38 18 70 29 215 17 159 33 207 166 99 214 53 152 71 174 74 332 128 199 111 133
地球環境保全 2,102 ― 646 ― 246 ― 430 ― 473 ― 590 ― 669 ― 341 ― 486 ― 310 ― 629 ―
資源循環 88 2,755 78 1,272 119 1,311 97 1,764 2 1,934 74 1,548 4 1,477 10 2,427 8 1,346 14 1,540 49 1,737
上下流 89 4 32 5 68 38 28 97 0 23 62 15 0 3 21 4 0 4 18 41 32 23
管理活動 0 383 0 417 0 406 0 371 0 371 0 381 0 366 0 400 0 443 0 358 0 390
社会活動 0 35 0 22 0 34 0 26 0 43 0 20 0 27 0 32 0 39 0 49 0 33
環境損傷対応 29 404 239 606 0 558 0 558 0 454 0 279 0 273 0 259 0 246 0 235 27 387
合 計 4,017 7,549 2,810 6,310 2,087 6,747 2,717 8,062 1,668 8,122 2,440 6,761 1,236 7,062 1,046 8,173 1,319 6,573 1,666 7,446 2,100 7,281
経
済
効
果
２）
エネルギー費用の
削減効果４）
585 691 574 542 597 906 1021 167 171 146 540
廃棄物処分費用の
削減効果５）
23 57 31 43 125 92 50 16 40 24 50.1
資源循環に係る不
可物の売却額
516 750 975 764 613 349 386 824 528 593 629.8
物
量
効
果
温室効果ガス排出
量の削減効果（千
トン－ CO2）６）
― ― ― ― ― ― ― 7.5 8.3 3.0 6.26
注）2013 年度の東レ㈱の環境会計の集計方法については以下の注意書きがある。
１）環境省ガイドライン（2005 年版）を参考に一部集計区分を変更している。
２）効果は確実な根拠に基づいて算出されるものに限って算出しみなし効果は算定していない。
３）設備投資には環境を主目的としない投資案件に含まれる設備投資を含む。リースによる設備投資額を含む。費用には労務費と減価償却費を含む。但し、地域のボランティア活動に関する社内労務費などは
含まない。
４）エネルギー費用の削減効果は省エネ対策設備の完成後 12 カ月間にわたるエネルギー費用の削減効果を計上。また、費用は効果を算出する際にあらかじめ差し引いているため記載していない。
５）廃棄物処分費用の削減効果は、廃棄物削減活動や再資源化で削減できた廃棄物処分費用を対策実施後 12 カ月間にわたり効果として計上。
６）温室効果ガス排出量の削減効果は、省エネ対策設備の完成後 12 カ月間にわたる温室効果ガス排出量の削減効果を計上している。
（出所）2004 年度～ 13 年度の『東レグループ CSR 報告書』の環境会計情報をもとに作成。他に『東レグループ CSR レポート 2014』75 頁を参照。
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３）東洋紡の環境会計情報のうち環境保全コストの
開示は2010年度からである。また旭化成は環境会
計情報をケミカルズ、せんい、エレクトロニクス、
イーマテリアルズと分野別で開示している。
４）「環境報告書」、「CSR報告書」の冊子での入手は
株式会社ブレインズ・ネットワーク「CSR図書
館.net」や経済産業省「環境報告書プラザ」がある。
５）環境会計の限界として集計範囲（Boundary）
の問題がある。財務会計のように単体の会計情報
や連結会計の情報開示ではなく各社の集計範囲が
統一されていないと情報の比較可能性に疑問が生
じてしまう。
６）GRI（Global Reporting Initiative）GRIは国際的
なサステナビリティ・レポーティングのガイドラ
イン作りを使命とする非営利団体でオランダに本
部をおきUNEP（国連環境計画）の公認団体であ
る。また環境省の「環境会計ガイドライン2005年
版」が現在も指針として利用されている。また「環
境報告ガイドライン2012年」でも環境会計ガイド
ラインについても言及している。
７）東レ㈱『東レグループCSRレポート2014』75頁。
８）帝人㈱のHP社会環境（CSR）ESHマネジメン
トデータを参照。
　　http://www.teijin.co.jp/csr/environment/data.html
９）㈱クラレ『クラレCSRレポート2014』24頁。
10）ユニチカ㈱『ユニチカグループCSRレポート
2014』24頁。
11）排水処理設備設置による下水道費の削減額や特
定の環境対策を行わなかった場合に想定される賠
償額などのリスク回避効果（みなし効果）は採用
していない、グンゼ㈱『グンゼグループCSR報告
書2014』21頁。
12）帝人㈱『帝人CSRレポート2014』52頁。
13）環境投資とは対象期間における環境保全を目的
にした支出額でその効果が数期にわたって持続し
その期間に費用化されるものである。また環境費
用は同目的で財・サービスの費消によって発生す
る費用又は損失である。環境省『環境会計ガイド
ライン2005年版』７頁。
14）環境省『環境会計ガイドライン2005年版』では
公害防止と地球環境保全と資源循環の３項目は事
業エリア内コストの分類項目に入れている環境省
『環境会計ガイドライン2005年版』12-13頁。
15）國部克彦、梨岡英里子「日本企業の環境会計情
報開示に関する現状分析」『会計プログレス』（3）
日本会計研究学会、2002年、68-70頁。
（参考文献）
大田博樹「非財務情報の現代的意義の再考：環境会
計情報を中心として」、『経営管理研究』（2）、
2012年７月、20-30頁。
金藤正直「日本企業における環境会計情報システム
の現状と展開の方向性」、『横浜国際社会科学研
究』8（5）、2004年１月、721-745頁。
金藤正直「サプライチェーン環境会計情報システム
の構築方法」『會計』169（6）、2006年６月、
928-939頁。
金藤正直「環境会計情報システムの動向と展開－欧
州と日本の企業への導入モデルを考慮して－、
『人文社会論叢 社会科学篇』（18）、2007年、
29-45頁。
國部克彦、梨岡英里子「日本企業の環境会計情報開
示に関する現状分析」『会計プログレス』（3）
日本会計研究学会、2002年、65-76頁。
株式会社クラレ『クラレCSRレポート2010』2010年
８月。
 http://www.kuraray.co.jp/csr/pdf/kuraray2010.pdf
株式会社クラレ『クラレCSRレポート2011』2011年
８月。
 http://www.kuraray.co.jp/csr/pdf/kuraray2011.pdf
株式会社クラレ『クラレCSRレポート2012』2012年
８月。
 http://www.kuraray.co.jp/csr/pdf/kuraray2012.pdf
株式会社クラレ『クラレCSRレポート2013』2013年
８月。
 http://www.kuraray.co.jp/csr/pdf/kuraray2013.pdf
株式会社クラレ『クラレCSRレポート2014』2014年
８月。
 http://www.kuraray.co.jp/csr/pdf/kuraray2014.pdf
株式会社ブレインズ・ネットワーク「CSR図書館.net」
 http：//csr-toshokan.net/index.php
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グンゼ株式会社『グンゼグループCSR報告書2010』
2010年６月。
 http://www.gunze.co.jp/csr/csrreport/report2010/
pdf/all.pdf
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2011年６月。
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